
　令和５年度あきる野市下水道事業会計予算
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議案第３４号

令和５年度あきる野市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和５年度あきる野市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 計画人口 ７４，８００人

（２） 年間有収水量 ７，８０３，４５７㎥

（３） 一日平均有収水量 ２１，３７９㎥

（４） 主な建設改良事業

ア 五日市地区汚水枝線工事 １５４，９９２千円

イ 引田地区汚水枝線工事 １２９，５７０千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

支出

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する７３７，０２４千円は、当年度分損益勘定留保資金

７１５，５４４千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

２１，４８０千円で補てんするものとする。）

収入

款項 予定額

千円

第１款 下水道事業収益 2,063,105

第１項 営業収益 902,359

第２項 営業外収益 1,160,746

款項 予定額

千円

第１款 下水道事業費用 2,040,205

第１項 営業費用 1,857,647

第２項 営業外費用 182,557

第３項 特別損失 1

款項 予定額

千円

第１款 資本的収入 1,440,249

第１項 企業債 816,200

第２項 他会計出資金 576,056

第３項 補助金 39,413

第４項 負担金 8,580
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支出

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用と営業外費用との間の流用

（２） 建設改良費と企業債償還金との間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな

らない。

（１） 職員給与費 ７０，６７２千円

（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は６７５，９７８千円

である。

令和５年２月１７日提出

東京都あきる野市長 中 嶋 博 幸

款項 予定額

千円

第１款 資本的支出 2,177,273

第１項 建設改良費 421,395

第２項 企業債償還金 1,755,878

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 ％

公共下水道事業 284,600 証書借入

又は

証券発行

３．０％以内

（ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率）

借入れのとき

より据置期間を

含み４０年以内

に償還する。た

だし、財政その

他の都合により

償還期限を短縮

し、若しくは繰

上償還又は低利

債に借換えする

ことができる。

流域下水道事業 33,000

資本費平準化債 375,600

下水道事業債特

別措置分

123,000



予 算 説 明 書
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収        入

      款       項        目 予定額

 1 下水道事業収益 2,063,105

 1 営業収益 902,359

 1 下水道使用料 898,000

 2 雨水処理負担金 2,134

 3 受託事業収益 1,705

 4 その他営業収益 520

 2 営業外収益 1,160,746

 1 受取利息及び配
当金

1

 2 他会計補助金 675,978

 3 補助金 9,500

 4 長期前受金戻入 475,267

令和5年度あきる野市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考
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支        出

      款       項        目 予定額

 1 下水道事業費用 2,040,205

 1 営業費用 1,857,647

 1 管渠費 137,733

 3 普及促進費 1,036

 4 業務費 84,979

 5 総係費 65,222

 6 流域下水道維持
管理負担金

380,000

 7 減価償却費 1,188,677

 2 営業外費用 182,557

 1 支払利息及び企
業債取扱諸費

170,929

 2 消費税及び地方
消費税

11,428

 3 雑支出 200

 3 特別損失 1

 4 過年度損益修正
損

1

（単位：千円）

備    考

－151－



収        入

      款       項        目 予定額

 1 資本的収入 1,440,249

 1 企業債 816,200

 1 企業債 816,200

 2 他会計出資金 576,056

 1 他会計出資金 576,056

 3 補助金 39,413

 1 国庫補助金 36,565

 2 都補助金 2,848

 4 負担金 8,580

 1 工事負担金 8,580

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

備    考
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支        出

      款       項        目 予定額

 1 資本的支出 2,177,273

 1 建設改良費 421,395

 1 事務費 10,793

 2 管渠整備事業費 377,583

 4 流域下水道建設
費負担金

33,019

 2 企業債償還金 1,755,878

 1 企業債償還金 1,755,878

（単位：千円）

備    考

－153－



1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 5,000

　　減価償却費 1,188,677,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 722,000

　　長期前受金戻入額 △ 475,267,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 170,929,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 29,435,000

　　未払金の増減額（△は減少） 34,676,000

　　小計 890,306,000

　　受取利息及び受取配当金 1,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 170,929,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 719,378,000

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 357,623,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 30,018,000

　　国庫補助金等による収入 39,413,000

　　負担金による収入 7,800,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 340,428,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 816,200,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,755,878,000

　　他会計からの出資による収入 576,056,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 363,622,000

 

　資金増加額（又は減少額） 15,328,000

　資金期首残高 278,304,000

　資金期末残高 293,632,000

令和5年度あきる野市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（ 令和5年4月1日  から 令和6年3月31日 まで ）

－154－
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給　与　費　明　細　書

　（１）　会計年度任用職員以外の職員

　  （　）内は、再任用短時間勤務職員数であり、外書きです。

　（２）　会計年度任用職員

２　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

１　総　括

給　　与　　費

給　　料 職 員 手 当 等 計

(0)
8

(0)
8

(0)
0

給　　与　　費

報　　酬
職 員 手 当 
（期末手当）

計

区　　分 増  　減 　 額 増   減   事   由   別   内   訳

報　酬 △ 260 前年度事業との差異等による増減分 △ 260

給  料 0 給与改定に伴う増減分 78

昇給に伴う増加分 36

その他の増減分 △ 114

職員手当等 367 制度改正に伴う増減分 331

その他の増減分 36

区　　　分
職員数（一般職）

      (人)
法定福利費

本　年　度 31,414 26,739 58,153 10,462

前　年　度 31,414 26,348 57,762 10,462

比　　　較 0 391 391 0

区　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 超過勤務手当

職員手当
本 年 度 1,596 3,436 180 414 265

等の内訳
前 年 度 1,596 3,436 180 323 265

比　　較 0 0 0 91 0

区　　　分 法定福利費 合　　計

本　年　度 1,563 183 1,746 311 2,057

前　年　度 1,823 207 2,030 375 2,405

比　　　較 △ 260 △ 24 △ 284 △ 64 △ 348
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職員構成の変動等に伴う減

△ 114

8

12

305

6

391

△ 8

△ 12

△ 305

△ 30

（単位：千円）

（単位：千円）

説　　明 備　　考

給与改定の状況

　本年度　給料表改定率見込　　－　％　実施時期　令和－年－月－日

　前年度　給料表改定率　      0.2％　実施時期　令和４年１２月１日

平均昇給率　　1.49％

地域手当 給与改定に伴う増

退職手当負担金 給与改定に伴う増

期末勤勉手当 勤勉手当の支給率改正に伴う増

職員手当（期末手当） 会計年度任用職員の期末手当支給率改正に伴う増

職員手当等 職員構成の変動等に伴う増

地域手当 職員構成の変動等に伴う減

退職手当負担金 職員構成の変動等に伴う減

期末勤勉手当 職員構成の変動等に伴う減

職員手当（期末手当） 前年度事業との差異等による減

合　　計 備　　考

68,615

68,224

391

（単位：千円）

特殊勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当
管 理 職 員
特別勤務手当

児童手当 退職手当負担金

20 780 13,873 30 1,120 5,025

20 780 13,873 30 820 5,025

0 0 0 0 300 0

備　　考
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３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たりの給与

平均給料月額（円） 308,314

平均給与月額（円） 370,273

平均年齢（歳） 39.9

平均給料月額（円） 330,988

平均給与月額（円） 391,171

平均年齢（歳） 43.6

　（２）　初任給

国　の　制　度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

高　校　卒 152,200 149,600 154,600 151,900

総合職　189,700

一般職　185,200

　（３）　級別職員数

一般行政職 技能労務職

級 職員数（人） 構成比（%） 級 職員数（人） 構成比（%）

5級 0.0 

4級 1 12.5 

3級 1 12.5 3級

2級 3 37.5 2級

1級 3 37.5 1級

計 8 100.0 計

5級 0.0 

4級 1 12.5 

3級 2 25.0 3級

2級 4 50.0 2級

1級 1 12.5 1級

計 8 100.0 計

　　（級別の基準となる職務）

区　　　分 5級 4級 3級 2級 1級

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

区　　　　分 一般行政職（円） 技能労務職（円）

大　学　卒 187,900

区　　　　分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

一般行政職 部長等の職務 課長等の職務
課長補佐、係長

等の職務
主任の職務

定型的な業務を
行う職務
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　（５）特殊勤務手当

　（４）　昇給

区分 合計 一般行政職 技能労務職

職員数　（A）　（人） 8 8

昇給に係る職員数（B）（人） 7 7

1号給（人）

2号給（人）

3号給（人）

4号給（人） 6 6

5号給（人） 1 1

6号給（人）

比率　（B）/（A）　（%） 87.5 87.5 

職員数　（A）　（人） 7 7

昇給に係る職員数（B）（人） 6 6

1号給（人）

2号給（人）

3号給（人） 1 1

4号給（人） 4 4

5号給（人） 1 1

6号給（人）

比率　（B）/（A）　（%） 85.7 85.7 

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

号級数内訳

号級数内訳

区分 全職種

給料総額に対する比率　（%） 0.06 0.06

支給対象職員の比率　（%）
（令和5年1月1日現在）

85.70 85.70 

代表的な特殊勤務手当の名称 出動手当

本
年
度

前
年
度

- 159 -



最高限度 そ の 他 の

（月分） 加 算 措 置 等

43.00 

47.709 

　（６）　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率 支給率計

６月　（月分） １２月　（月分） （月分）

本 年 度 2.275 2.275 4.550 
部長級職20％、課長級職15％、課長補佐級

職10％、係長級職6％、主任級職3％

前 年 度 2.225 2.325 4.550 
部長級職20％、課長級職15％、課長補佐級

職10％、係長級職6％、主任級職3％

国 の 制 度 2.200 2.200 4.400 有

　(　)内は、再任用職員の支給率

※会計年度任用職員は、期末手当を年間1.40月分支給する。

　（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

（月分） (月分） (月分）

支 給 率 等 23.00 30.50 43.00 
定年前早期退職特例措 置
（2％から20％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 
定年前早期退職特例措 置
（2％から45％加算）

　（８）　その他の手当（令和５年１月１日現在）

差異の内容

市 国

配偶者 6,000円 6,500円

子 9,000円 10,000円

父母等 6,000円 6,500円

満16歳の年度
初めから満22歳
の年度末までの

子

4,000円（1人につき） 5,000円（1人につき）

住 居 手 当 異
借家・借間に居
住する世帯主

等
15,000円（35歳未満）

賃貸住宅支給限度額28,000
円（年齢制限なし）

通 勤 手 当 異
交通用具使用

者
支給限度額13,290円 支給限度額31,600円

区　　　　　分
職制上の段階、 職務の級等

による加算措置
備　考

区　　　　　分 備　考

区　　　　　　　分
国の制度
との異同

扶 養 手 当 異
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資     産     の     部

円 円 円 円

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 構築物 31,192,887,000

      　減価償却累計額 △ 4,028,305,000 27,164,582,000

     ロ 機械及び装置 232,430,000

      　減価償却累計額 △ 99,831,000 132,599,000

     ハ 車両及び運搬具 43,000

      　減価償却累計額 △ 40,000 3,000

        有形固定資産合計 27,297,184,000

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,674,098,000

        無形固定資産合計 2,674,098,000

        固定資産合計 29,971,282,000

2 流動資産

 (1) 現金・預金 293,632,000

 (2) 未収金 47,318,000

     未収金貸倒引当金 △ 4,017,000 43,301,000

        流動資産合計 336,933,000

        資産合計 30,308,215,000

令和５年度あきる野市下水道事業予定貸借対照表

（ 令和6年3月31日 )

－162－



負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 13,756,669,000

        企業債合計 13,756,669,000

        固定負債合計 13,756,669,000

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,595,011,000

        企業債合計 1,595,011,000

 (2) 未払金 214,173,000

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 3,895,000

     ロ 法定福利費引当金 718,000

        引当金合計 4,613,000

        流動負債合計 1,813,797,000

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 13,560,632,000

     収益化累計額 △ 1,880,881,000 11,679,751,000

        繰延収益合計 11,679,751,000

        負債合計 27,250,217,000

資     本     の     部

6 資本金 2,872,915,000

7 剰余金

 (1) 利益剰余金

     イ 減債積立金 104,382,000

     ロ 当年度未処分利益剰余金 80,701,000

        利益剰余金合計 185,083,000

        剰余金合計 185,083,000

        資本合計 3,057,998,000

        負債資本合計 30,308,215,000
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円 円 円

1 営業収益

 (1) 下水道使用料 819,091,000

 (2) 雨水処理負担金 806,000

 (3) 受託事業収益 1,404,000

 (4) その他営業収益 336,000 821,637,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 142,139,000

 (2) 普及促進費 1,139,000

 (3) 業務費 67,543,000

 (4) 総係費 59,058,000

 (5) 流域下水道維持管理負担金 333,636,000

 (6) 減価償却費 1,178,101,000 1,781,616,000

     営業損失 959,979,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1,000

 (2) 他会計補助金 757,617,000

 (3) 長期前受金戻入 469,632,000 1,227,250,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 193,727,000

 (2) 雑支出 69,143,000 262,870,000 964,380,000

     経常利益 4,401,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,000 1,000 △ 1,000

     当年度純利益 4,400,000

     前年度繰越利益剰余金 0

     当年度未処分利益剰余金 4,400,000

令和４年度あきる野市下水道事業予定損益計算書

（ 令和4年4月1日 から 令和5年3月31日 まで ）

－164－
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資     産     の     部

円 円 円 円

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 構築物 30,838,845,000

      　減価償却累計額 △ 3,004,419,000 27,834,426,000

     ロ 機械及び装置 232,430,000

      　減価償却累計額 △ 82,044,000 150,386,000

     ハ 車両及び運搬具 43,000

      　減価償却累計額 △ 40,000 3,000

        有形固定資産合計 27,984,815,000

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,791,084,000

        無形固定資産合計 2,791,084,000

        固定資産合計 30,775,899,000

2 流動資産

 (1) 現金・預金 278,304,000

 (2) 未収金 17,883,000

     未収金貸倒引当金 △ 3,295,000 14,588,000

        流動資産合計 292,892,000

        資産合計 31,068,791,000

令和４年度あきる野市下水道事業予定貸借対照表

（ 令和5年3月31日 )
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負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 14,535,480,000

        企業債合計 14,535,480,000

        固定負債合計 14,535,480,000

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,755,878,000

        企業債合計 1,755,878,000

 (2) 未払金 179,497,000

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 3,895,000

     ロ 法定福利費引当金 718,000

        引当金合計 4,613,000

        流動負債合計 1,939,988,000

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 13,517,000,000

     収益化累計額 △ 1,405,614,000 12,111,386,000

        繰延収益合計 12,111,386,000

        負債合計 28,586,854,000

資     本     の     部

6 資本金 2,296,859,000

7 剰余金

 (1) 利益剰余金

     イ 減債積立金 180,678,000

     ロ 当年度未処分利益剰余金 4,400,000

        利益剰余金合計 185,078,000

        剰余金合計 185,078,000

        資本合計 2,481,937,000

        負債資本合計 31,068,791,000
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注記表

Ⅰ．重要な会計方針

令和２年度から、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 固定資産の減価償却方法

（１） 有形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による

・ 主な耐用年数

構築物 ５０年

機械及び装置 １５年

（２） 無形固定資産

・ 減価償却の方法 定額法による

・ 主な耐用年数

施設利用権 ３５年

２ 引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

本市は、東京都市町村職員退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は、当該

組合に普通負担金を負担しているが、当該負担金を除き、一般会計がその全部を負担

することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２） 賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当

年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権、貸倒懸念債権、破産更生債権

等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は

総額で３，８３７，９２０，０００円である。

２ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

該当事項なし

３ 出資金

当年度に、一般会計から受ける出資の額は５７６，０５６，０００円である。

４ 引当金の取崩し

（１） 賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和５年度において、期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当

金３，８９５，０００円及び法定福利費引当金７１８，０００円を取崩す。
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 1 下水道事業収益 2,063,105

 1 営業収益 902,359

 1 下水道使用料 898,000

 1 下水道使用料 898,000 下水道使用料 898,000

 2 雨水処理負担金 2,134

 1 雨水処理負担金 2,134
雨水整備に係る一
般会計負担金

2,134

 3 受託事業収益 1,705

 1 受託工事収益 1,705
下水道施設維持管
理事業受託収入

1,705

 4 その他営業収益 520

 1 手数料 370
指定下水道工事店
指定申請等手数料

370

 4 雑収益 150
都道掘削復旧監督
事務費負担金

150

 2 営業外収益 1,160,746

 1
受取利息及び配
当金

1

 1 預金利息 1 預金利息 1

 2 他会計補助金 675,978

 1 一般会計補助金 675,978 一般会計補助金 675,978

 3 補助金 9,500

 1 国庫補助金 9,000 国庫補助金 9,000

 2 都補助金 500 都補助金 500

 4 長期前受金戻入 475,267

 1 長期前受金戻入 475,267 受贈資産評価額 123,900

工事負担金 3,867

国庫補助金 138,719

都補助金 12,690

他会計補助金 196,091

令和５年度あきる野市下水道事業会計予算明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収      入

－170－

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考



 1 下水道事業費用 2,040,205

 1 営業費用 1,857,647

 1 管渠費 137,733

11 備消品費 179 備消品費 179

15 通信運搬費 1,584 通信運搬費 1,584

17 委託料 114,056
東京都都市づくり公社に
対する下水道施設維持管
理に係る事業業務委託料

110,798

水質検査委託料 3,258

19 賃借料 17 土地借上料 17

20 修繕費 11,000 既設管等補修工事 11,000

23 動力費 10,740 動力費 10,740

33 保険料 157 保険料 157

 3 普及促進費 1,036

11 備消品費 19 備消品費 19

35 補助金 1,017
水洗便所改造資金
助成補助金

500

水洗便所改造資金
利子補給金

17

自家用小型ポンプ施
設設置資金補助金

500

 4 業務費 84,979

11 備消品費 25 備消品費 25

17 委託料 84,775
下水道使用料徴収
事務委託料

84,762

量水器取替委託料 13

20 修繕費 179
下水道メーター設
置工事

179

 5 総係費 65,222

 1 給料 26,752
維持管理部門職員
分

26,752

 2 手当 18,702
維持管理部門職員
分

18,702

 3 賞与引当金繰入額 3,895
維持管理部門職員
分

3,895

 4 報酬 1,563
維持管理部門職員
分

1,563

 5 法定福利費 8,356
維持管理部門職員
分

8,356

 6
法定福利費引当金
繰入額

718
維持管理部門職員
分

718

支      出

－171－

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考



 7 旅費 152 普通旅費 33

特別旅費 76

費用弁償 43

12 燃料費 147 燃料費 147

17 委託料 836
電算関係業務委託
料

220

地方公営企業運用
支援業務委託料

616

19 賃借料 2,792
公営企業会計シス
テム借上料

2,363

公刊図書単価利用
料

429

20 修繕費 25 修繕費 25

28 負担金 562
負担金（協議会
等）

249

負担金（研修会） 313

38 貸倒引当金繰入額 722 貸倒引当金繰入額 722

 6
流域下水道維持
管理負担金

380,000

41
流域下水道維持管
理負担金

380,000
流域下水道維持管
理負担金

380,000

 7 減価償却費 1,188,677

42
有形固定資産減価
償却費

1,041,673 構築物 1,023,886

電気設備 6,702

ポンプ設備 11,085

43
無形固定資産減価
償却費

147,004 施設利用権 147,004

 2 営業外費用 182,557

 1
支払利息及び企
業債取扱諸費

170,929

49 企業債利息 170,000 下水道債償還利子 170,000

51 一時借入金利息 929 一時借入金利子 929

 2
消費税及び地方
消費税

11,428

54
消費税及び地方消
費税

11,428
消費税及び地方消
費税

11,428

 3 雑支出 200

56 その他雑支出 200
使用料過誤納還付
金

200

 3 特別損失 1

 4
過年度損益修正
損

1

60 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

－172－

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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 1 資本的収入 1,440,249

 1 企業債 816,200

 1 企業債 816,200

 1 下水道事業債 317,600 公共下水道事業 284,600

流域下水道事業 33,000

 2 資本費平準化債 375,600 資本費平準化債 375,600

 3
下水道事業債（特
別措置分）

123,000
下水道事業債（特
別措置分）

123,000

 2 他会計出資金 576,056

 1 他会計出資金 576,056

 1 一般会計出資金 576,056 一般会計出資金 576,056

 3 補助金 39,413

 1 国庫補助金 36,565

 1 国庫補助金 36,565
社会資本整備総合
交付金

36,565

 2 都補助金 2,848

 1 都補助金 2,848
市町村下水道事業
都費補助金

2,848

 4 負担金 8,580

 1 工事負担金 8,580

 1 工事負担金 8,580 工事負担金 8,580

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収      入

－174－

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考



 1 資本的支出 2,177,273

 1 建設改良費 421,395

 1 事務費 10,793

 1 給料 4,662 建設部門職員分 4,662

 2 手当 4,325 建設部門職員分 4,325

 5 法定福利費 1,699 建設部門職員分 1,699

 7 旅費 72 普通旅費 72

11 備消品費 35 備消品費 35

 2 管渠整備事業費 377,583

17 委託料 327,583

東京都都市づくり公
社に対する工事・設
計に係る事業業務委
託料

327,433

都道掘削復旧監督
事務費

150

62 工事請負費 50,000
汚水ます等設置工
事

50,000

 4
流域下水道建設
費負担金

33,019

63
流域下水道建設負
担金

33,019
流域下水道建設・
改良負担金

33,019

 2 企業債償還金 1,755,878

 1 企業債償還金 1,755,878

67 企業債償還金 1,755,878 下水道債償還元金 1,755,878

支      出

－175－

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考


